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１．はじめに 

地球温暖化防止の観点から，家庭部門においても省エネ

や CO2 排出量の削減の取り組みが求められている。その一

つの手段として，カーボンプライシングに期待が高まって

いるものの，エネルギーの持つ必需性から，価格上昇によ

る家計への影響度合いは，家計所得の水準によって異なる

ことが予想される． 

図 1 の上段は，家計調査のデータから，所得階級別の光

熱・ガソリン等交通費の支出額が，家計支出に占めるシェ

アをみたものである．所得階層別の光熱・ガソリン等交通

費のシェアは，所得の低い世帯ではシェアは増加傾向にあ

り直近では 10％を超える水準であるのに対し，所得の高い

世帯では 8％前後で比較的安定している．図 1 の下段は，

直近の 2017年時点について、エネルギー関連の支出費目別

に家計消費支出に占める割合をみたものである．日本では，

主要先進国の中でも公共交通機関の利用度合いが高いこと

から 1)，交通費として，ガソリン代に加えて，燃料代以外

の公共交通利用費等の交通費（鉄道，バス，タクシー，航

空，有料道路からなる．以下ではこれらを「交通費」と呼

ぶ）も加えている．光熱費については，世帯収入が低いほ

どその支出シェアは高くなる傾向を確認できる．また、光

熱費のなかでは，電気代が概ね半分以上を占めていること

もわかる． 

こうしたことから，所得階層によって，エネルギー・交

通費価格の上昇による省エネの度合いや，他のエネルギー・

交通手段への代替，さらにエネルギー・交通以外（食費，

被服費，教育娯楽費など）の消費支出への影響も異なるこ
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図 1 家計消費に占めるエネルギー支出の比率 

出所：家計調査年報より著者ら作図。 

注：ここで年間収入五分位階級とは，世帯を年間収入の低い方から

順番に並べ，それを調整集計世帯数（抽出率を調整した世帯数）に

より５等分する分類で，年間収入の低い方から順次第Ⅰ，第Ⅱ，第

Ⅲ，第Ⅳ，第Ⅴ階級と呼ぶ． 
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とが予想される．この影響度合をみるために参照されるの

が、需要の価格弾力性である， 

家庭のエネルギー需要の価格弾力性については，これま

でも様々な推定が試みられてきた．家計調査年報のデータ

を用いた最近の分析 2)では，東日本大震災以降の，日本の

エネルギー価格変化による家庭のエネルギー需要への影響

について，全国 9 地域別に家庭の電力需要の価格弾力性を

推定したところ，東日本大震災前後で同値に変化はあった

ものの持続的ではなかったことなどが指摘されている．と

ころで，図 1 でみたように，世帯所得の違いによる影響を

見るためには，各費目の支出について，予算制約下にある

家計消費全体の一部として捉えて分析することが重要にな

るが，この視点での実証分析の蓄積は十分ではない． 

そこで以下では，日本の家庭部門に焦点を当て，家計調

査の収入階級別の時系列データをもとに，家計の消費支出

全体を，電力，ガス，灯油，ガソリン，交通費の支出，お

よびそれ以外の消費支出（飲食費，被服費，住居費，教育

娯楽費などの合計）の 6 費目に分けて，それぞれの価格変

化が需要に与える影響について分析する． 

 

２．分析の枠組み 

2.1 分析に用いたモデル 

 先行研究 3)に倣い，代表的消費者の間接効用関数 𝑉 =

(𝑝, 𝑌)を，２回微分項までのテーラー展開で近似したトラン

スログ型関数を(1)式のように定式化する． 

 

𝑙𝑛𝑉 = 𝛼0 + ∑ 𝛼𝑖𝑖 ln(𝑝𝑖 𝑌⁄ )  

+(1 2⁄ )∑ ∑ 𝛽𝑖𝑗𝑗𝑖 ln(𝑝𝑖/𝑌)ln(𝑝𝑗/𝑌)         (1) 

 

ただし，𝑝𝑖，𝑝𝑗は，𝑖, 𝑗財の価格，𝑌は消費総額である． 

𝑥𝑖を 𝑖 財の消費量とすると，𝑌 = ∑ 𝑝𝑖𝑥𝑖𝑖  となる．ここで

𝑖, 𝑗 =電力，ガス，灯油，ガソリン，交通費，その他消費支

出である． 

このとき Roy の恒等式から，費目𝑖の支出シェア𝑤𝑖は(2)

式になる． 

 

𝑤𝑖 = (𝛼𝑖 + ∑ 𝛽𝑖𝑗𝑗 𝑙𝑛𝑞𝑗) (∑ 𝛼𝑖𝑖 +∑ ∑ 𝛽𝑘𝑗𝑘 𝑙𝑛𝑞𝑗𝑗 )⁄    (2) 

  

この定式化のもとでの価格弾力性は，以下(3)，(4)式で

求められる． 

 

自己価格弾力性 

𝜂𝑝𝑖𝑖 = −1 + (𝛽𝑖𝑖 𝑤𝑖⁄ − ∑ 𝛽𝑖𝑗𝑗 )/(∑ 𝛼𝑗 + ∑ ∑ 𝛽𝑗𝑘𝑘𝑗𝑗 𝑙𝑛(𝑝𝑘/𝑌))      

(3) 

交叉価格弾力性 (𝑖 ≠ 𝑗) 

𝜂𝑝𝑖𝑗 = (𝛽𝑖𝑗 𝑤𝑖⁄ − ∑ 𝛽𝑖𝑗𝑗 )/(∑ 𝛼𝑘 +∑ ∑ 𝛽𝑘𝑙𝑙𝑘𝑘 𝑙𝑛(𝑝𝑙/𝑌))  

                        (4) 

ただし ∑ 𝑤𝑖𝑖 = 1, ∑ 𝛼𝑖𝑖 = −1 ,∑ 𝛽𝑖𝑗𝑗 = 0,𝛽𝑖𝑗 = 𝛽𝑗𝑖 

(5) 

 

2.2 分析に用いたデータ 

分析にあたっては，総務省の家計調査年報から，二

人以上世帯の年間収入階級別の世帯収入，品別支出デー

 

 

図 2 収入階級別の世帯人員数・世帯主年齢 

 

 

図 3 収入階級別の世帯消費支出・収入・平均消費性向 

出所：家計調査年報より著者ら作成 

 

 

図 4 世帯収入の分布(2014年) 

出所：H26年度全国消費実態調査より著者ら作成。 

 

IEEJ：2020年3月掲載 禁無断転載

2



 

 

タを用いた．ここで年間収入階級とは，世帯を年間収入

の低い方から順番に並べ，それを調整集計世帯数（抽出

率を調整した世帯数）により 5等分する分類で，年間収

入の低い方から順次，第Ⅰ，第Ⅱ，第Ⅲ，第Ⅳ，第Ⅴ分

位と呼ぶ．図 2から，収入階級別の世帯人員，世帯主年

齢をみると，世帯人員はゆっくりと減少傾向にあり，世

帯主の年齢は特に世帯年収の低い世帯で高齢化が進んで

いることを確認できる． 

図 3は，同じく収入階級別の世帯消費支出・収入・平

均消費性向の推移を見たものである．第Ⅴ分位の世帯消

費支出は特に大きいが，世帯収入に占める平均消費性向

を見ると，収入第Ⅰ分位では 90％と高いのに対し，第

Ⅴ分位では 42％まで低下する．図 4は，家計調査より

多くの標本数を持つ全国消費実態調査の 2014年度版か

ら，世帯年収別の世帯数分布をみたものである．ここか

ら，世帯年収 200～600万円がボリュームゾーンになっ

ており，家計調査の収入階級では概ね第Ⅱ分位，第Ⅲ分

位がそれに相当することを確認できる． 

分析対象とした消費支出の費目は，電力，ガス（都市ガ

ス，プロパンガスの合計），灯油，ガソリン，交通費（鉄道，

バス，タクシー，航空，有料道路）および，これら以外の

消費支出（飲食費，被服費，住居費，教育娯楽費などその

他の消費支出の合計）である．家計調査年報には，一部費

目については購入単価も掲載されているものの，全ての費

目については得られないことから，価格データについては，

総務省の品目別消費者物価指数の全国平均値を用いている．

図 5 は,家計調査年報で推計されている収入階級別の電力

平均単価と，分析に用いる消費者物価指数(CPI)の電気料金

を比較したものである．収入階級間では平均単価の水準に

大きな違いはなく，その動きは消費者物価指数で追従でき

ていることを確認できる． 

 

３．分析結果 

3.1 収入階級別の財別消費シェア関数の推定  

 収入階級別に電力，ガス，灯油，ガソリン，交通費およ

びその他消費の計 6費目のそれぞれについて，式(2)で定式

化したシェア関数を推定する．定義より，支出シェアの合

計 ∑ 𝑤𝑖𝑖 = 1となることから，各収入階級の 6本のシェア関

数のうち１本（ここでは，その他消費）を除いた 5 本のシ

ェ ア 関 数 を ， Zellner の SUR(Seemingly Unrelated 

Regressions)の方法を用いて同時推定する． 

推定結果は，表 1のとおりである．表のパラメータ𝛼, 𝛽の

後ろの数字は，品目を示しており，𝑖, 𝑗 = 1, 2, . . . , 6で，順に

1:電力，2:ガス，3:灯油，4:ガソリン，5:交通費および 6:

その他消費である．ほとんどのパラメータは有意な値が推

定されていることが確認できる． 

表 1 の後段は推定されたシェア関数の説明力を示す決定

係数を示している．電力，ガソリンに関しては，いずれの

収入階級においても，0.8～0.9前後で比較的説明力は高い．

これに対して，ガスの説明力は全般的に低い．今回は，同

時推定する費目数を抑えモデルを簡略化するために，プロ

パンガスと都市ガスを「ガス」として集計して分析したこ

とが影響している可能性がある．プロパンガスの普及は収

入が低い世帯を中心に，都市ガスの普及は相対的に収入が

高い都市部の世帯を中心に普及していることから，価格に

対する感応度も異なる可能性があり，今後の課題としたい． 

また，灯油のシェア関数については，第Ⅳ，第Ⅴ分位の

決定係数は低く，十分な説明力を持っていない．これは，

図 1 下段で示すように，これら高所得階層の世帯では，そ

もそも灯油の消費量が少ないことが影響している可能性が

ある． 

 

3.2 価格弾力性の推計 

3.2.1 自己価格弾力性 

表2は表1で示した各パラメータの推定結果から， (3)，

(4)式を用いで推計した自己価格弾力性，交叉価格弾力性の

推計結果である．各値は，モデルの推定期間である 2000～

2017年のうち,データ基準年近傍の 2010～2017年の平均値

を示している．ただしこの期間は東日本大震災を含んでい

ることから，特に電力価格の上昇の影響を受け,より大きめ

に推定されている可能性があることに注意が必要である． 

ここでは，財の性質別に，「電力，ガス，灯油」，「ガソリ

ン，交通費」，「その他消費」に分けて，それぞれの自己価

格弾力性，交叉価格弾力性を示している．太字で示した対

角要素が自己価格弾力性に相当する．自己価格弾力性は，

理論上マイナスの値が期待されており，第Ⅱ，第Ⅲ分位の

灯油以外では，全てマイナスになる．また，第Ⅱ，第Ⅲ分

 

図 5 収入階級別の電力平均単価と CPI電気料金 

出所：家計調査年報,総務省消費者物価指数より著者ら作図。 
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位の灯油についても，期間前後を除いた，2006-2015 年平

均ではマイナスになることを確認している． 

まず，交通費の収入第Ⅴ分位以外では，自己価格弾力性

は大きく-1を下回る．その他消費でも-1に近く弾力的であ

る．これに対して，エネルギー財である，電気，ガス，灯

油，ガソリンのうち，自己価格弾力性が-1 を下回るのは，

第Ⅳ分位の灯油のみであり，一般にエネルギー財が他の財

に比べて価格変化に非弾力的であることを確認できる． 

図 6は，電力，灯油，ガソリンについて，表 2から 2010

～2017 年平均の自己価格弾力性の値を収入階級別に比較

したものである．なお都市ガスについては，全収入階級で

モデルの説明力が低いことから除外している．まず電力に

ついてみると，収入第Ⅰ分位を除いた，収入第Ⅱ分位以降

では、より世帯収入の高い世帯で，自己価格弾力性はより

大きく（世帯収入が低い世帯では，価格弾力性はより小さ

く）推定される傾向を確認できる．一方，収入第Ⅰ分位に

ほぼ相当する年収 200 万円以下の世帯では，例えば高齢世

帯に限っても，貯蓄の有無や，持ち家／貸家などによる違

いなどの多様性が大きく，これが結果に影響している可能

性が考えられる．灯油，ガソリンについては，電力ほど明

確ではないものの，収入第Ⅰ～第Ⅲ分位と、収入第Ⅳ分位

以降を比較すると，世帯収入が高くなるにつれて価格弾力

性はより大きくなる傾向を確認できる． 

図 7 は,図 6 において特に明確な傾向がみられた電力に

ついて，自己価格弾力性の経年的な推移をみたものである．

2000年以降，各収入階級間の大小関係は保たれていること，

2015 年にかけて徐々に大きくなっていることが確認でき

る．そこで電力を対象に，世帯所得が高いほど自己価格弾

力性が大きくなる理由を考えると，高所得階層の世帯では，

もともと消費量が多いことで省エネの余地も相対的に大き

いことに加え，省エネ機器への買い替えも進みやすいこと

などから，電力価格の上昇による需要の減少幅も相対的に

大きくなることが考えられる．これに対して低所得階層の

世帯では，そもそもベースの電力需要は多くないことから

省エネの余地も相対的に少ないことに加え，一時的であっ

ても支出増加を伴う機器の買い替えは相対的に進みにくい

ことなどから，電力価格の上昇による需要の減少幅は相対

的に小さくなると考えられる．この結果，電力価格の上昇

は，相対的に所得の低い世帯でエネルギー支出の増加につ

ながりやすく，家計に与える影響も大きくなることが示唆

される． 

 

3.2.2 交叉価格弾力性  

表 2 の非対角要素に示すのが交叉価格弾力性である．そ

れぞれのセルの値は，行方向の支出項目の価格変化に対す

る列方向の支出項目の需要の価格弾力性を示している． 

まず，電力とガスについては，いずれの収入分位におい

てもプラスの代替的な関係にあるが，その値は小さく非弾

力的である．また，いずれの収入分位においても，電力，

ガスのそれぞれの価格変化に対する需要の反応には，大き

な違いはみられない．これに対して，ガスと灯油の交叉価

格弾力性は，いずれの収入分位においてもマイナスの補完

的な関係にある．ただし，表 1 下段でみたようにガスと灯

表 2 収入階級別の価格弾力性の推計結果 

(2010-2017年平均) 

 

注）各セルは，行方向の支出項目の価格変化に対する列方向の支出

項目の需要の価格弾力性を示している．太字で示す対角要素は，自

己価格弾力性を示す． 

表 1 収入 5分位別のシェア関数の推定結果 

 
注) 右肩の**は，片側 5％で有意,*は，片側 10％で有意 
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油のシェア関数の決定係数は低いことから，これら推計結

果は参考にとどめたい． 

次にガソリンと交通費の交叉価格弾力性についてみると，

ガソリン価格の上昇は，収入分位Ⅰ，Ⅲ，Ⅳ分位において，

1を超え，交通費と比較的代替的な関係にある．また，交通

費の上昇は，最も世帯収入の低い収入分位Ⅰでは 1を超え，

ガソリンと代替的である．この結果から．公共交通インフ

ラが発達した都市部に比べて，代替手段が不足する地方で

は，特に所得の低い世帯において家計に与える影響が大き

くなる可能性を示唆している 

一方，最も世帯収入の高い第Ⅴ分位においては，交叉価

格弾力性はいずれも 0.2 程度と小さく，ガソリン価格の上

昇が公共交通の利用増加にはつながりにくく，逆に公共交

通費の上昇もガソリン需要の増加につながりにくいことを

示唆している． 

 

4．おわりに 

 カーボンプライシングによる省エネやエネルギー転換の

効果について，家計収入による違いをみるために，収入階

級別の家計調査年報のデータから，需要の価格弾力性を推

計した．その結果，特に電力においては，収入の低い世帯

では，高い世帯に比べて価格弾力性は低く，エネルギー価

格上昇による需要の抑制効果は弱いことが確認された．こ

れは，仮に電力価格が上昇しても，所得の低い世帯では省

エネの余地が少ないことから，結果的に負担増加につなが

りやすいことを示唆している． 

 今回は，世帯収入の違いに着目したが，そのほかにも世

帯主の年齢や世帯構成，地域の違いなどの要因も考えられ

る．例えば，エネルギー支出には気候の違いが，ガソリン

や交通費の支出には都市部／農村部といった交通事情の違

いが影響を与える可能性がある．特に世帯収入と居住地域

には一定の相関がある（例えば，都市部では相対的に世帯

収入が高く，灯油暖房の比率が低く，公共交通インフラが

発達しているなど）と考えられることから，これらを踏ま

えた分析は今後の課題としたい． 
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図 6 収入階級別の自己価格弾力性(2010-2017年平均) 

 

 

図 7 収入階級別の自己価格弾力性の推移 
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